
１．計画の基本的な考え方

１）地区区分・定義・保存管理の基本方針

① 特別史跡の構成要素

  特別史跡指定地域における保存管理計画の対象を大きく、遺跡、生活文化の２つの構成

要素に分けて把握する。

  遺跡構成要素については、第２次保存管理計画でも同様の位置付けを行っている。第３

次保存管理計画では、生活文化構成要素も含め保存管理計画の対象をより明確にし、各施

策を提示する。

● 遺跡構成要素　     ～ 多賀城に直接関連する歴史的構成要素で、時代を超えて保護・

                                  継承すべき不変的なもの。

    [ 多賀城に係る遺構・遺物／立地環境 ( 低丘陵地形 ) ／自然環境 ( 湿地域 ) 他 ]

● 生活文化構成要素  ～ 主に多賀城廃絶後に形成された社会的構成要素で、時代ととも

                                  に推移していく可変的なもの。

    [ 宅地／農地・林地／宗教施設／公共公益施設／一般文化財・保存樹木 他 ]

② 各構成要素に関する基本方針

  第２次保存管理計画では、遺跡構成要素の保存を大前提としつつ、計画期間内における

整備活用の推進を主目標として各事業の進捗を図り、現段階で計画目標の 70 ～ 80％の

達成率を得ている。

  第３次保存管理計画では、第２次の成果を踏まえ、計画期間内で重点的に整備活用を推

進する対象地区を新たに設定するとともに、特別史跡指定地域の内外における社会環境の

変化にも留意して、遺跡構成要素と生活文化構成要素との共存及び特別史跡に係る行政機

関と地域住民との管理運営面での共営の推進を主な目標とする。

  上記の２つの構成要素は重層的な関係にあり、多賀城廃絶後に概ね遺跡構成要素の上層

で生活文化構成要素が形成されてきている。

  第３次における各構成要素に関する保存管理の基本的な考え方は以下のとおりである。

● 遺跡構成要素      

  特別史跡多賀城跡附寺跡としての指定要因であり、貴重な歴史遺産として、時代を超え

て保護・継承を図る。
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  また、調査研究の成果に基づき重点地区の整備活用を推進し、特別史跡の歴史的意義の

さらなる理解と歴史的風致の維持向上を目指す。

● 生活文化構成要素

  主に近世以降に形成された市川集落住民の生活文化に係るもので、特別史跡指定以前か

ら遺跡構成要素上で重層的に形成されてきている。

  これらの構成要素は時代とともに推移し変化していくものであるが、良好な遺跡景観の

形成に大きな役割を担っている。

  第３次では遺跡構成要素の保存を大前提としつつ、生活文化構成要素についても景観面

での維持向上等を推進することで共存を試み、地域に密着した特別史跡多賀城跡附寺跡と

して持続的な保護・継承を図る。

③ 地区区分

  上記の視点に基づき、第３次保存管理計画では、多賀城に直接的に関連し、時代を超え

て保護・継承すべき不変的なものを遺跡構成要素と位置付け、その適切な保存管理を目的

として以下ように地区区分を設定する。

  なお、第２次保存管理計画からの主な変更点については、Ａ１整備活用地区 ⇒ ＡⅠ遺

構等保存活用地区とし、そのうち、政庁 - 南門間を中心とした区域をＳ重点遺構保存活用

地区として第３次保存管理計画の計画期間に合せて時限的に設定し、これにともないＡ２

整備活用地区 ⇒ ＡⅡ遺構等保存活用地区へ変更した。

  また、第１次保存管理計画から第３次保存管理計画への各地区区分の呼称変更について

整理すると以下のとおりである。

＜各地区呼称の推移＞

       [ 第１次計画 ]      ⇒      [ 第２次計画 ]              ⇒        [ 第３次計画 ]

＊ 遺構保護整備地区    ⇒  Ａ遺構整備活用地区         ⇒  Ｓ重点遺構保存活用地区

                              Ａ１整備活用地区             Ａ 遺構等保存活用地区

                              Ａ２整備活用地区                 ＡⅠ遺構等保存活用地区

                                                                       ＡⅡ遺構等保存活用地区

＊ 山林緑地保存地区    ⇒  Ｂ山林緑地保全地区         ⇒  Ｂ緑地環境保全地区

＊            ―              ⇒  Ｃ湿地環境保全地区         ⇒  Ｃ湿地環境保全地区

生 活 文 化 構 成 要 素

地 区 区 分



 図 16 特別史跡構成要素 概念模式図    

特別史跡多賀城跡全景 （南より）



④ 各地区の定義と基本方針

  各地区に関する定義及び基本方針については次のとおりである。なお、各地区の定義に

ついては、基本的には第２次保存管理計画からの変更はない。

[ Ｓ重点遺構保存活用地区 ]

    ① 政庁 - 南門間にかけて特に重要な遺構が存在する地区                                        

    ② 第３次保存管理計画の設定期間である 10 年間を目途に、積極的に公有化、整備活

        用を図る。

[ Ａ遺構等保存活用地区 ]

    ① 主に丘陵平坦部で、遺構・遺物の遺存が明確な地区。

    ② 当時の丘陵平坦部の微地形を含む地下遺構等の保存を前提として、発掘調査等の成

        果に基づき、多賀城を構成した建物跡等、遺跡構成要素を明確に表現するなどの活

        用を図る。

     ＜ＡⅠ遺構等保存活用地区＞

       ① 既に公有化事業、環境整備事業が進んでいる東部地区。　　                  

       ② Ｓ重点遺構保存活用地区に続いて公有化・整備活用を図る。

     ＜ＡⅡ遺構等保存活用地区＞

       ① 多賀城跡の市川集落を含む西部地区。

           多賀城廃寺跡の既整備地区他及び館前遺跡の北側丘陵平坦部。

           山王遺跡千刈田地区、柏木遺跡の全域。

       ② 遺跡構成要素の保存活用とともに地域住民との共存・共営を図る。

[ Ｂ緑地環境保全地区 ]

    ① 主に丘陵斜面部で、遺跡の立地する低丘陵地形を明瞭に示す地区。

    ② 当時から遺る立地環境として低丘陵地形の保全を図るとともに、既存の緑地につい

        ても特別史跡の歴史的景観を形成する構成要素の一つとして修景と活用を進める。

[ Ｃ湿地環境保全地区 ]

    ① 主に丘陵周辺の湿地域で、遺跡の立地する環境を明瞭に示す地区。

    ② 当時から遺る自然環境として湿地域を保全することにより、木質系遺構・遺物の包

        含層として保存するとともに、特別史跡の歴史的景観を形成する遺跡構成要素とし

        て活用を図る。
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遺跡構成要素の例

生活文化構成要素の例

政庁跡 ( 発掘風景 ) 政庁正殿跡 外郭東辺材木塀跡 ( 湿地域 )

軒瓦 ( 第Ⅰ期 ) 漆紙文書 硯

多賀城碑 ( 重要文化財 ) 低丘陵地形（緑地） 湿地域 ( 低丘陵裾部水田 )

宅地 ( 建築物・工作物 他 ) 生垣 農地（畑）

山林 ( 竹林 ) 陸奥総社宮 玉川寺

旧塩竈街道 旧玉川寺碑群 ( 一般文化財 ) 五輪屋敷の椿群（保存樹木）





図 17 第３次保存管理計画 地区区分図（多賀城跡・館前遺跡）



図 18 第３次保存管理計画 地区区分図（多賀城廃寺跡・山王遺跡千刈田地区・柏木遺跡）



２．現状変更等の許可に関する取扱い基準

  特に宅地関連の現状変更について、地域住民との共存・共営の観点から遺跡構成要素の

保存及び整備活用計画の推進に影響を及ぼさない範囲で緩和策を検討し、遺跡構成要素と

ともに生活文化構成要素の維持向上を図る。

  また、第２次保存管理計画では触れていない農地・林地や一般文化財についても生活文

化構成要素として位置付け、新たに現状変更許可の取扱い基準や関連継続事業の基本方針

を定める。

１）現状変更等の許可に関する取扱い基準

  遺跡毎、各地区の現状変更等の許可に関する取扱い基準は以下のとおりである。

● 多賀城跡

[ Ｓ重点遺構保存活用地区 ]

＊ 宅地 （建築物・工作物 等）

       ～ 認めない。

＊ 農地・山林

       ～ 認めない。ビニールハウス等の工作物設置についても認めない。

＊ 宗教施設 

       ～（対象施設なし）

＊ 公共公益施設 

       ～ 原則として認めない。

           但し、住民の生活環境の改善に関わる必要不可欠な現状変更については、遺構の

           保存要件、歴史的景観への配慮を前提とし、認める場合がある。

＊ 一般文化財・保存樹木

       ～ 原則として認めない。

       但し、保存や活用のための修理改修、環境整備については認める場合がある。                      

＊ 発掘調査・整備活用

       ～ 原則として認めない。

           但し、特別史跡の保護・継承に係る発掘調査・整備活用については認める。

[ Ａ遺構等保存活用地区 ]

＜ＡⅠ遺構等保存活用地区＞

＊ 宅地 （建築物・工作物 等）

       ～ 認めない。
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＊ 農地・山林

       ～ 原則として認めない。

           但し、農産物の耕作に関わる必要不可欠な現状変更については、遺構等の保存要

           件、歴史的景観への配慮を前提として認める場合がある。           

＊ 宗教施設

       ～ 原則として認めない。                    

           但し、遺構の保存に影響を及ぼさない範囲で認める場合がある。

＊ 公共公益施設

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

＊ 一般文化財・保存樹木

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

＊ 発掘調査・整備活用

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

＜ＡⅡ遺構等保存活用地区＞

＊ 宅地 （建築物・工作物 等）

       ～ 原則として認めない。　　　　　　　

           但し、遺跡構成要素の保存要件及び歴史的景観への配慮を前提とし、住民の生活

           環境改善に必要不可欠な現状変更については、以下のとおりとする。 

     　              

           ・住宅の新築⇒ 認める場合がある。但し、現建築面積の 120％以内                  

           ・住宅の増築⇒ 認める場合がある。但し、現建築面積の 120％以内        

           ・住宅の改築⇒ 認める場合がある。 

           ・住宅の移転⇒ 認める場合がある。         

           ・付属舎・工作物⇒ 住宅に同じ。

                  

  この場合は建築物、工作物とも２階以下とし、意匠、構造等についても特別史跡の景観

形成にふさわしいものとする。

＊ 農地・山林

       ～ ＡⅠ遺構等保存活用地区に同じ。

＊ 宗教施設

       ～ ＡⅠ遺構等保存活用地区に同じ。

＊ 公共公益施設

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

＊ 一般文化財・保存樹木

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

＊ 発掘調査・整備活用

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

Ａ Ⅱ 地 区



Ｂ 地 区

Ｃ 地 区

[ Ｂ緑地環境保全地区 ]

＊ 宅地 （建築物・工作物 等）

       ～ ＡⅡ遺構等保存活用地区に同じ。

＊ 農地・山林

       ～ 原則として認めない。 

           但し、低丘陵地形の保全を前提とした現状改善や既存林の修景については認める

           場合がある。             

＊ 宗教施設

       ～（対象施設なし）

＊ 公共公益施設

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

＊ 一般文化財・保存樹木

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

＊ 発掘調査・整備活用

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

[ Ｃ湿地環境保全地区 ]

＊ 宅地 （建築物・工作物 等）

       ～ ＡⅡ遺構等保存活用地区に同じ。

＊ 農地・山林

       ～ 原則として認めない。 

           但し、湿地環境の保全を前提とした現状改善については認める場合がある。 

  多賀城廃寺跡（北西より）   館前遺跡（南より）

  山王遺跡千刈田地区（西より）   柏木遺跡（南西より）



＊ 宗教施設

       ～ Ａ遺構等保存活用地区に同じ。

＊ 公共公益施設

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

＊ 一般文化財・保存樹木

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

＊発掘調査・整備活用

       ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

● 多賀城廃寺跡

[ Ａ遺構等保存活用地区 ] ＜ＡⅡ遺構等保存活用地区＞ 

＊ 宅地 （建築物・工作物 等）～ ＡⅡ遺構等保存活用地区に同じ。

＊ 農地・山林 ～ ＡⅡ遺構等保存活用地区に同じ。

＊ 宗教施設 ～（対象施設なし）

＊ 公共公益施設 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 一般文化財・保存樹木 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 発掘調査・整備活用 ～ 多賀城跡に同じ。

[ Ｂ緑地環境保全地区 ]

＊ 宅地 （建築物・工作物 等）～ 多賀城跡 Ｂ緑地環境保全地区に同じ。

＊ 農地・山林 ～ 多賀城跡 Ｂ緑地環境保全地区に同じ。

＊ 宗教施設 ～（対象施設なし）

＊ 公共公益施設 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 一般文化財・保存樹木 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 発掘調査・整備活用 ～ 多賀城跡に同じ。

● 館前遺跡

[ Ｓ重点遺構保存活用地区 ]

＊ 宅地 （建築物・工作物 等） ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

＊ 農地・山林 ～ Ｓ重点遺構保存活用地区に同じ。

＊ 宗教施設 ～（対象施設なし）

＊ 公共公益施設 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 一般文化財・保存樹木 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 発掘調査・整備活用 ～ 多賀城跡に同じ。

多 賀 城 廃 寺 跡
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Ａ Ⅱ 地 区

Ｃ 地 区

山 王 遺 跡

Ａ Ⅱ 地 区

柏 木 遺 跡

Ａ Ⅱ 地 区

[ Ａ遺構等保存活用地区 ] ＜ＡⅡ遺構等保存活用地区＞

＊ 宅地 （建築物・工作物 等）～ ＡⅡ遺構等保存活用地区に同じ。

＊ 農地・山林 ～ ＡⅡ遺構等保存活用地区に同じ。

＊ 宗教施設 ～（対象施設なし）

＊ 公共公益施設 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 一般文化財・保存樹木 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 発掘調査・整備活用 ～ 多賀城跡に同じ。

[ Ｃ湿地環境保全地区 ]

＊ 宅地 （建築物・工作物 等）～ 多賀城跡 Ｃ湿地環境保全地区に同じ。

＊ 農地・山林 ～ 多賀城跡 Ｃ湿地環境保全地区に同じ。

＊ 宗教施設 ～（対象施設なし）

＊ 公共公益施設 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 一般文化財・保存樹木 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 発掘調査・整備活用 ～ 多賀城跡に同じ。

● 山王遺跡 千刈田地区

[ Ａ遺構等保存活用地区 ] ＜ＡⅡ遺構等保存活用地区＞

＊ 宅地 （建築物・工作物 等）～（対象施設なし）

＊ 農地・山林 ～（対象なし）

＊ 宗教施設 ～（対象施設なし）

＊ 公共公益施設 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 一般文化財・保存樹木 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 発掘調査・整備活用 ～ 多賀城跡に同じ。

● 柏木遺跡

[ Ａ遺構等保存活用地区 ] ＜ＡⅡ遺構等保存活用地区＞

＊ 宅地 （建築物・工作物 等） ～（対象施設なし）

＊ 農地・山林 ～（対象なし）

＊ 宗教施設 ～（対象施設なし）

＊ 公共公益施設 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 一般文化財・保存樹木 ～ 多賀城跡に同じ。

＊ 発掘調査・整備活用 ～ 多賀城跡に同じ。





取 扱 い 基 準 の 細 則

共 通

宅 地

農 地 ・ 山 林

宗 教 施 設

２）現状変更等の許可に関する取扱い基準の細則

  詳細については以下に定める「現状変更等の許可に関する取扱い基準の細則」に基づく

が、細則にない付帯条件については必要に応じて多賀城跡連絡協議会を開催し、審議する。

[ 共通 ]

① 遺跡構成要素の保存を大前提とする。

② 現状変更にともない遺跡構成要素の保存に支障が生じることが想定される場合は、必

    要に応じて事前に発掘調査を実施し、許可の是非及び可能な対策等について協議する。

③ 土地の造成については盛土のみとし、削土は行わない。

④ 盛土を行う場合は地形形状の変更が最小限となるよう留意し、将来的に現状に復する

    ことを前提とした処置を行う。

⑤ 遺跡構成要素で既に削平や改変を受けている箇所については、機会をみて逐次修復            

    を行う。

[ 宅地 ]

① 住宅の新築について認める場合は、生活環境の改善等を目的として、既存住宅の除去

    後に同一敷地内で新築する場合に限る。

② 住宅、付属舎、工作物については、２階以下とし、意匠、構造等についても特別史跡

    としての景観形成にふさわしいものとする。

    例えば、建築物及び塀は意匠的には和風、構造的には木造が望ましい。

③ 生活文化構成要素の主要素として特別史跡の良好な景観形成に大きな役割を有するこ

    とから、個々の宅地に係る対応のみでなく旧市川集落として、全体的な歴史的風致の

    維持向上にも配慮する。

[ 農地・山林 ]

① ビニールハウス等の現代的な農業施設については、歴史的風致を阻害する要因となる 

    ため、特に来跡者の見学ルートから見える範囲においては認めない。

② 深度を必要とする耕作については、遺跡構成要素保存の観点から原則として認めない。

[ 宗教施設 ]

① 新たな墓の設置は原則として認めない。但し遺跡構成要素の保存に影響を及ぼさない

    範囲で認める場合がある。

    また、既存墓石等の改変に際しては、遺跡構成要素の保存を前提とする。

② 既存の神社については、遺跡構成要素の保存に支障をきたさない範囲で認める場合が

    ある。その場合は意匠、構造等に関しても一般文化財としての価値を向上させるよう



公 共 公 益 施 設

一 般 文 化 財

・ 保 存 樹 木

発掘調査・整備活用

用 語 の 定 義

    に留意する。

③ 年中行事等に係る仮設物については、遺跡構成要素の保存に支障をきたさない範囲で

    認める。

[ 公共公益施設 ]

① 地上構造物（電柱、道路 他）の設置については、必要最小限とし、来跡者の見学動線

    が通る地区については極力、景観を阻害しないように配慮する。

② 地下構造物（上水管、下水管 他）の埋設については事前の発掘調査を行い、遺跡構成

    要素の保存に支障のないように埋設路線、埋設深度等について十分な確認を行う。

③ 住民の移転等にともない不要となった施設については、機会があれば逐次撤去する。

 [ 一般文化財・保存樹木 ]

① 一般文化財の顕彰や保存を目的とした施設については、遺跡構成要素の保存に支障の

　 生じない範囲で認める。

② 保存樹木の顕彰を目的とした説明板等については、遺跡構成要素の保存に支障の生じ  

    ない範囲で認める。

 [ 発掘調査・整備活用 ]

① 特別史跡の保護・継承を目的とした年次計画に基づく計画的調査及び現状変更にとも

    なう事前調査については認める。

② 特別史跡の活用に係る環境整備及び管理運営については、遺跡構成要素の保存に支障

    が生じない範囲で認める。

    また、活用を目的とするイベント、活用ソフトの実施にともなう仮設物については、

    遺跡構成要素の保存に支障が生じない範囲で認める。

 （注）用語の定義

        第３次保存管理計画における建築に係る用語の定義については以下のとおりであ

     る。

        新  築：既存の建築物がある敷地内で建築物の全てを除去し、同一敷地内に新たに

                   建築物を建築すること。

        増  築：既存の建築物がある敷地内に、同一の建築物の既存部分に床面積を増加さ

                   せる場合又は棟続きで建築物を建築すること。

        改  築：既存建築物の全部又は一部を除去し、同一場所に引き続いて、これと用途、 

                   規模及び構造が著しく異ならない建築物を建築すること。

        移  転：同一敷地内において、既存建築物を移動 ( ひき家 ) すること。



３．保存管理関連継続事業

１）各事業の基本方針

① 土地公有化事業

  第３次保存管理計画で時限的に設定するＳ重点遺構保存活用地区を対象に、第３次の計

画期間である 10 年間を目途に優先的、計画的に進めることとする。

  また、ＡⅠ遺構等保存活用地区についてもＳ重点遺構保存活用地区に続いて計画的に公

有化を行う。

② 発掘調査事業

   年次計画に基づき計画的に実施する。

  また、年次計画については、Ｓ重点遺構保存活用地区に続く保存活用対象区域候補の検

討にも配慮したものとする。

③ 環境整備事業

  政庁 - 南門間を中心としたＳ重点遺構保存活用地区を対象に南門の建物復元、政庁 - 南

門間道路、南北大路等の実施を計画するが、第３次保存管理計画の計画期間に合わせた時

限的なものとし、事業の具体的内容や宮城県・多賀城市の連携のあり方等については、後

の「第５章整備活用に関する基本方針・第６章計画推進の指針」で記述する。

④ 維持管理事業

  既整備地区については遺跡構成要素の明確化、来訪者の快適性等に配慮し、公園的維持

管理を実施する。公有化済未整備地区については、除草等、効果的な維持管理を実施する

とともに、それぞれの状況に応じた利活用を進める。

  公有化済既存緑地については、低丘陵地形の保全とともに歴史的景観の重要な構成要素

として効果的な修景を図る。

  また、湿地域については多賀城の特徴的な立地を示す湿地環境の保全のため、できるだ

け水田としての維持を図る。公有化済土地については、菖蒲園やビオトープ等湿地環境の

保持を前提とした活用を行う。加えて木質系遺構・遺物の包含層の保存を目的とし、地下

水位確保、生活雑排水の分離などの保存環境への対策にも留意する。

  一方、地域住民や市民が参加しやすい体制づくりを行い、官民協働による維持管理の拡

充を図る。

  なお、各地区区分毎の事業基本方針については次ページの [ 保存管理関連継続事業の基

本方針 一覧表 ] に整理し記述している。

継 続 事 業

基 本 方 針

土 地 公 有 化 事 業

発 掘 調 査 事 業

環 境 整 備 事 業

維 持 管 理 事 業

基 本 方 針 一 覧 表




